（別記様式第１号）

第　　　号

年　月　日

大阪府○○農と緑の総合事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名　　　　
大阪版認定農業者支援事業補助金交付申請書

　〇〇年度において標記の補助金を下記のとおり受けたいので、大阪府補助金交付規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。

記

	区域名
	

	事業区分
	

	補助事業の目的及び内容
	

	補助事業の経費の配分
	

	補助事業の経費の使用方法
	

	補助事業の完了予定期日（完了期日）
	

	補助事業の遂行に関する計画（実績）
	

	交付を受けようとする補助金の額
（補助金の交付決定額とその精算額）
	

	事業実施内容
	

	設置場所
	

	事業主体
	

	
	


	事業量
	

	事業費
	

	補助事業の経費のうち補助金によって賄わ

れる部分以外の部分の負担者
	

	同上負担額
	

	同上負担方法
	

	補助事業の効果
	

	
	


（注）１設計単位ごとの実施設計書を添付すること
（機械器具の場合は別にカタログ等添付）

       ２精算の場合は、設計単位別に精算設計書を添付すること。

       ３事業量については、詳細に記入すること
（例　鉄骨スレート葺平屋建１棟○○㎡）

収　支　予　算（精算）

収入の部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	区分

	本年度予算額
（本年度精算額）
	前年度予算額
（本年度予算額）
	差引増減

	備考


	
	 　　

 　　


	
	
	（款）

 （項）

  （目）

 　（節）



	計

	
	 　


	 　


	


支出の部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	区分

	本年度予算額
（本年度精算額）
	前年度予算額
（本年度予算額）
	差引増減

	備考


	
	
	
	 　


	（款）

 （項）

  （目）

 　（節）



	計

	
	
	 　


	


  注）１本表は収支予算（精算）を記入すること。

       ２備考欄には、市町村の予算科目を明記すること。

（別記様式第２号）

第　　　号

年　月　日

大阪府○○農と緑の総合事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名　　　　
大阪版認定農業者支援事業補助金変更承認申請書

　〇〇年　月　日付け大阪府指令○○第　　号をもって補助金交付決定の指令のあった〇〇年度大阪版認定農業者支援事業について、別紙の理由により、大阪府補助金交付規則第６条第１項の規定する変更承認を受けたいので、大阪版認定農業者支援事業補助金交付要綱第６条の規定により申請します。

（別紙）

１　事業区分

２　計画変更の理由

３　事業計画の内容

	当　初　計　画
	変　更　計　画

	事業主体

  （管理主体）
	事 業 量


	事 業 費


	 備  考


	事業主体

 （管理主体）
	事 業 量


	事 業 費


	備　考



	
	
	    千円


	
	
	
	    千円


	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　変更実施設計書を添付すること（変更箇所を下線により示すこと）
２　様式第１号の記を添付すること（変更箇所は上段に変更前の内容を括弧書きで記載し、下段に変更後の内容を記載すること）
（別記様式第３号）

第　　　号

年　月　日

大阪府○○農と緑の総合事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名　　　　
大阪版認定農業者支援事業中止（廃止）承認申請書

　〇〇年　　月　　日付け大阪府指令○○第　　号をもって補助金交付決定の指令のあった〇〇年度大阪版認定農業者支援事業について、別紙の理由により、大阪府補助金交付規則第６条第１項第３号の規定する中止（廃止）承認を受けたいので、大阪版認定農業者支援事業補助金交付要綱第６条の規定により申請します。

（別記様式第４号）
第　　　号
年　月　日
大阪府○○農と緑の総合事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名　　　　

大阪版認定農業者支援事業交付決定前着手届
　○○年度大阪版認定農業者支援事業実施計画に基づく下記事業について、下記条件を了承の上、補助金交付決定前に着手したいので、大阪版認定農業者支援事業交付要綱第７条の規定により提出します。
記
１　交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業主体が負担するものとする。
２　交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。
３　当該事業については、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。
別　添
	地区名
	事業主体
	事業種目
	事業内容
	事業費
	着工予定年月日
	竣工予定年月日
	理由

	
	
	
	
	
	
	
	


※間接補助事業者より提出のあった交付決定前着手届の写しを添付すること。
□　契約に係る入札または見積合わせに参加しようする者に対し、農林水産省の機関及び大阪府からの指名停止を受けていない旨を事業主体が確認した。（確認しチェック欄に☑と記載）
（別記様式第５号）

第　　　号

年　月　日

大阪府○○農と緑の総合事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名　　　　
事　業　着　手　報　告　書

　大阪府補助金交付規則第１０条及び大阪版認定農業者支援事業補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり報告します。

記

　１　事業区分
　２　事業主体
　３　事業施行場所
　４　事業施行方法
　５　事業量
　６　事業費
　７　事業着手年月日
　８　事業竣工予定年月日
□　契約に係る入札または見積合わせに参加しようする者に対し、農林水産省の機関及び大阪府からの指名停止を受けていない旨を事業主体が確認した。（確認しチェック欄に☑と記載）

（別記様式第６号）

第　　　号

年　月　日

大阪府○○農と緑の総合事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名　　　　
事　業　竣　工　報　告　書

　大阪府補助金交付規則第１０条及び大阪版認定農業者支援事業補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり報告します。

記

　１　事業区分
　２　事業主体
　３　事業施行場所
　４　事業施行方法
　５　事業量
　６　事業費
　７　事業着手年月日
　８　事業竣工年月日
（別記様式第７号）

第　　　号

年　月　日

大阪府○○農と緑の総合事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名　　　　
大阪版認定農業者支援事業実績報告書

　大阪府補助金交付規則第１２条及び大阪版認定農業者支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり報告します。

記

（内容については、別記様式第１号の記を添付すること。）

　※財産管理台帳（別記様式第９号）の写しを別添すること。
（別記様式第８号）

第　　　号

年　月　日

大阪府○○農と緑の総合事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名　　　　
大阪版認定農業者支援事業補助金（概算払）交付請求書

　大阪版認定農業者支援事業補助金交付要綱第１０条の規定により、下記のとおり請求します。

記

　　　金額   ￥

　　　ただし、〇〇年　　月　　日付け大阪府指令○○第　　号に基づく補助金

	交付決定額
	￥

	内

示


	既受領額
	￥

	
	今回請求額
	￥

	
	残　　　 　　額


	￥




      注）交付決定額の記入は、概算払い請求の場合は交付決定額を、精算払いの場合は　　　　確定額を記入すること。

　
（別記様式第９号）
財　　産　　管　　理　　台　　帳
　　　　　事業主体名　　　　　　　　　　　　　　　
	地区名　　　　　　　　　　　　　　地区

	事業実施年度

	〇〇年度

	補助金名
	大阪版認定農業者支援事業
	

	施設等
名称

	事業の内容
	工期
	経費の配分
	処分制限期間
	処分の状況
	　
備考


	
	事業種目
（事業細目）

	　　　　
取組主体
　　　　
	工種構造
又　　は
施設区分
	施工箇所
又　　は
設置場所
	　　　
事業量
　　　
	着　工
年月日
　　　
	竣　工
年月日

	総事業費
	負担区分
	耐用
年数
　　
	処　分
制　限
年月日
	承　認
年月日

	処分の
内　容

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	国　庫補助金
	都　道
府　県
	市町村

	その他
　　　
	
	
	
	
	

	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）１　処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。
　　　　２　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等の別を記入すること。
　　　　３　備考欄には、譲渡先、交換先、貸付け先、抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。
　　　　４　この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。
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